
栃木県国民健康保険運営方針（第３期）の策定について
令和５(2023)年６月５日 栃木県保健福祉部国保医療課

１ 策定の趣旨
○ 平成30(2018)年度の制度改革以降、都道府県は市町村とともに国民健康保険（以下「国保」とい
う。）の保険者となり、財政運営の責任主体として中心的な役割を担い、市町村は引き続き、資格管
理や保険給付、保険料（税）率の決定、賦課・徴収、保健事業等、地域におけるきめ細かな事業を
担っている。

○ また、都道府県は、国民健康保険法に基づき、都道府県国民健康保険運営方針（以下「運営方針」
という。）を定めることとされている。

○ 本県では、県と市町が一体となり、国保に関する事務を共通認識の下で実施するとともに、安定的
な財政運営並びに市町の国民健康保険事業の広域的及び効率的な運営の推進を図るため、令和３
(2021)年度から令和５(2023)年度までの運営方針（第２期）を定めているが、今年度に終期を迎える
こととなることから、これまでの取組状況等を踏まえて、令和６(2024)年度からの運営方針（第３
期）を定めていく。

＜国民健康保険法第82条の２第１項＞
都道府県は、都道府県等が行う国民健康保険の安定的な財政運営並びに当該都道府県内の市町村

の国民健康保険事業の広域的及び効率的な運営の推進を図るため、都道府県及び当該都道府県内の
市町村の国民健康保険事業の運営に関する方針（以下「都道府県国民健康保険運営方針」とい
う。）を定めるものとする。

２ 運営方針の対象期間
○ 本県の運営方針（第２期）は、令和３(2021)年度から令和５(2023)年度の３年間を対象としている
が、今般の「全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部を改正す
る法律」の成立により、運営方針の期間が法定化（６年間）されることに合わせて、運営方針（第３
期）は、令和６(2024)年度から令和11(2029）年度までの６年間とする方向で策定していく。

資料２
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３ 運営方針の記載事項
（１）国民健康保険法の規定

国民健康保険法第82条の２に基づく運営方針への記載事項は、下記の(1)～(4)を必須記載事項として
いるが、今般の「全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部を改正
する法律」により、(5)及び(6)が必須記載事項に追加となる。

出典：令和５年１月16日 第162回社会保障審議会医療保険部会
参考資料４を一部加工  2



（２）運営方針（第２期）の記載
国民健康保険法第82条の２の規定及び令和２(2020)年５月の都道府県国民健康保険運営方針策定要領

（※）を踏まえ、次のとおり設定（法で規定する記載事項は全て設定：下表左側太字）している。
※地方自治法第245条の４第１項に基づく技術的助言

栃木県国民健康保険運営方針（第２期） 参考 都道府県国民健康保険運営方針策定要領

第１章 基本的事項 基本的事項

１ 策定の趣旨
２ 根拠規定
３ 対象期間
４ 策定年月日

・策定の目的
・策定の根拠規定
・策定年月日
・見直し時期の目安

第２章 国民健康保険の医療に要する費用及び財政の見通し (1)国民健康保険の医療に要する費用及び財政の見通し【必須】

１ 被保険者数及び医療費の動向と将来の見通し
２ 保険税水準及び収納状況
３ 財政の状況と将来の見通し
４ 財政収支の改善に係る基本的な考え方
５ 赤字解消・削減の取組、目標年次等
６ 保険者努力支援制度等の活用
７ 栃木県国民健康保険財政安定化基金の運用

・医療費の動向と将来の見通し
・財政収支の改善に係る基本的な考え方
・赤字解消・削減の取組、目標年次等
・財政安定化基金の運用
・PDCAサイクルの実施

第３章 市町における保険税の標準的な算定方法に関する事項 (2)市町村における保険料の標準的な算定方法に関する事項【必須】

１ 各市町の保険税の算定方法の状況
※保険税の算定方式/賦課限度額/応能割、応益割の賦課割合

２ 納付金、標準保険料率の算定方法
※納付金の算定方法/標準保険料率の算定方法/保険税水準の統
一に向けた検討

・現状の把握
・標準的な保険料算定方式
・標準的な収納率
・保険税水準の統一に向けた検討

第４章 市町における保険税の徴収の適正な実施に関する事項 (3)市町村における保険料の徴収の適正な実施に関する事項【必須】

１ 各市町における収納対策の状況
２ 収納率目標の設定
３ 収納率向上に向けた取組の推進

・現状の把握
・収納対策
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栃木県国民健康保険運営方針（第２期） 参考 都道府県国民健康保険運営方針策定要領

第５章 市町における保険給付の適正な実施に関する事項 (4)市町村における保険給付の適正な実施に関する事項【必須】

１ 現状
２ 保険給付の適正化に向けた今後の取組方針
※保険給付の点検、事後調整/療養費の支給の適正化/第三者行
為求償の取組強化/高額療養費の多数回該当の取扱い

・現状の把握
・都道府県による保険給付の点検、事後調整
・療養費の支給の適正化に関する事項
・レセプト点検の充実強化に関する事項
・第三者求償や過誤調整等の取組強化に関する事項
・高額療養費の多数回該当の取扱いに関する事項

第６章 医療に要する費用の適正化の取組に関する事項 (5)医療費の適正化の取組に関する事項

１ 現状
２ 医療費の適正化に向けた今後の取組方針
※特定健康診査受診率及び特定保健指導実施率の向上/データヘ
ルス計画に基づく効率的・効果的な保健事業/糖尿病等生活習
慣病重症化予防に向けた取組の推進/後発医薬品の安心使用の
促進/重複・頻回受診、重複・多剤服薬者の是正

３ 栃木県医療費適正化計画との関係

・現状の把握
・医療費の適正化に向けた取組
・保健事業等の取組の充実・強化
・医療費適正化計画との関係

第７章 市町の国民健康保険事業の広域的及び効率的な運営
の推進に関する事項

(6)市町村が担う事務の広域的及び効率的な運営の推進に関す
る事項

１ 現状
２ 広域的かつ効率的な運営の推進に向けた取組
３ 保険税水準の統一に伴う事業運営上の課題の検討

・広域的及び効率的な運営の推進に向けた取組

第８章 保健医療サービス及び福祉サービスに関する施策
(7)保健医療サービス・福祉サービス等に関する施策との連携
に関する事項

１ 保健医療サービス・福祉サービスとの連携
２ 各種計画との整合性の確保

・保健医療サービス・福祉サービス等との連携

第９章 第３章～第８章に掲げる事項の実施のために必要な
関係市町相互間の連絡調整

(8)施策の実施のために必要な関係市町村相互間の連絡調整そ
の他都道府県が必要と認める事項に関する事項

１ 栃木県国民健康保険運営協議会の運営
２ 栃木県国保運営方針連携会議の運営
３ 国民健康保険事業に係る検証

・(5)～(7)以外のもので、国保運営に係る施策のために必要な
関係市町村相互間の連絡調整その他都道府県が必要と認める
事項
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令和２年５月 都道府県国民健康保険運営方針策定要領（抜粋及び一部加工）
参 考
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【対応の方向性】
【被保険者数と年齢構成・国保医療費】
・被保険者数は減少傾向
・被保険者の年齢構成は高くなる傾向
・被保険者１人当たりの国保医療費は増加傾向

４ 運営方針（第２期）の主な取組状況等から考えられる対応の方向性

１ 財政運営

財政運営と関わる主な内容

【保険税水準の統一に向けた検討の状況】
・令和３(2021)年度から令和４(2022)年度にかけて、県と市町間で協議
を進め、統一の考え方（定義）及び統一までの進め方について対応
（案）の整理に至った。

【赤字解消計画を有する市町の状況】
・市町において決算補填等目的の法定外一般会計繰入を行った場合、赤
字解消計画を策定し、毎年度の実施状況を報告（厚生労働省）しなけ
ればならないが、運営方針（第２期）時点から同計画を有していた１
市町が令和３(2021)年度で赤字解消に至った。

【保険税収納率の状況】
・令和２(2020）年度の県全体収納率は91.87%となり、都道府県別順位
では45位の状況となっている。

・市町別の令和３(2021)年度収納率では、12市町が被保険者規模別に設
定する収納率目標を達成していない。

【医療費適正化の取組状況】
・令和３(2021)年度（速報値）の県全体の特定健康診査受診率は35.7％、
特定保健指導実施率は34.1%となり、国の目標値60.0%と大きな差が生
じている。

・生活習慣病予防対策や被保険者への分かりやすい情報提供等、各市町
は、第２期データヘルス計画に基づく保健事業をPDCAサイクルに
沿って実施してきたが、同計画は令和５(2023)年度に終期を迎える。

・令和６(2024)年度からの次期栃木県医療費適正
化計画の医療費見込み（国が新たなに提示する
推計方法等）との整合を図った将来見通しを整
理していく。

・将来を通じて安定的な財政運営を確保していく
ため、市町において赤字が生じないよう助言等
を継続していくとともに、赤字発生時の対応
（解消・削減に向けた取組や解消・削減の目標
年次等の設定）に係る内容を維持していく。

・県と市町間で整理した対応（案）に沿って、統
一の考え方（定義）のほか、令和６(2024)年度
から段階的に移行していく統一の進め方(納付金
ベースの統一等)について、納付金の算定条件、
医療費水準に応じた新たな評価制度の導入や現
行の激変緩和措置の取扱い等を明記していく。

・多くの市町が被保険者規模別の収納率目標を達
成していない状況であるため、現状の目標を維
持しつつ、県と市町の役割に応じた収納率向上
に資する取組を明記していく。

・次期栃木県医療費適正化計画の目標値等との整
合を図りながら、県と市町の役割に応じた、特
定健康診査受診率や特定保健指導実施率の向上
及び第３期データヘルス計画に基づく取組を進
めることなどを明記していく。

【事務処理の実施方法】
・令和３(2021)年度から令和４(2022)年度にかけて県と市町間で協議を進めて
きた、保険税水準の統一に向けた検討において、「事務の標準化・広域化を
進める項目」を選定し、取組又は検討の方向性を整理

２ 事業運営
・保険税徴収、保険給付や保健事業等の事務処理
の方法について、事業運営の効率化・標準化の
観点から、県と市町間で整理した内容に沿って、
資格管理・保険給付、国保税、保健事業の分野
ごとに「事務の標準化・広域化を進める項目」
を明記していく。  7



参考 本県の主な関連データ

（1）被保険者数と年齢構成の推移（出典：国民健康保険実態調査（厚生労働省）)

(2) 1人当たり国保医療費の推移（出典：国民健康保険事業年報（厚生労働省）)

被保険者数 構成比 被保険者数 構成比 被保険者数 構成比 被保険者数 構成比 被保険者数 構成比 被保険者数 構成比 被保険者数 構成比

（人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％）

58,534 9.6% 51,029 8.7% 41,924 7.7% 31,472 6.6% 28,886 6.4% 27,109 6.1% 25,143 5.8%

381,747 62.6% 357,889 61.0% 300,620 55.0% 235,439 49.7% 219,627 48.6% 211,025 47.6% 201,652 46.5%

169,742 27.8% 178,053 30.3% 203,910 37.3% 206,384 43.6% 203,848 45.1% 205,464 46.3% 206,838 47.7%

610,023 － 586,971 － 546,454 － 473,295 － 452,361 － 443,598 － 433,633 －計

令和２(2020)年度令和元(2019)年度平成21(2009）年度 平成24(2012)年度 平成27(2015)年度 平成30(2018)年度 令和３(2021)年度(速報)

栃木県年齢構成

０歳～14歳

15歳～64歳

65歳～74歳

(1)被保険者数と年齢構成の推移
・被保険者数は減少の傾向
・被保険者の年齢構成は高くな
る傾向

(2)1人当たりの国保医療費の推移
・増加の傾向
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栃木県国民健康保険運営方針（第３期） 追加又は変更していく主な内容（案）

第１章 基本的事項

・「３ 対象期間」は、令和６(2024)年度から令和11(2029)年度ま
での６年間としていく。

１ 策定の趣旨
２ 根拠規定
３ 対象期間
４ 策定年月日

第２章 国民健康保険の医療に要する費用及び財政の見通し ・「１ 被保険者数及び医療費の動向と将来の見通し」は、医療費
の動向と将来の見通しについて、令和６(2024)年度からの栃木県
医療費適正化計画（４期計画）における推計方法との整合を図る
よう推計していく。

・「７ 栃木県国民健康保険財政安定化基金の運用」は、国民健康
保険の関係政省令に合わせて、令和４(2022)年４月から追加した
「財政調整事業（※）」に係る内容を明記していく。
※医療費の上昇や公費等の減などによる納付金の上昇を抑えることで、
複数年での保険税の平準化（年度間調整）に資する財政調整

１ 被保険者数及び医療費の動向と将来の見通し
２ 保険税水準及び収納状況
３ 財政の状況と将来の見通し
４ 財政収支の改善に係る基本的な考え方
５ 赤字解消・削減の取組、目標年次等
６ 保険者努力支援制度等の活用
７ 栃木県国民健康保険財政安定化基金の運用

第３章 市町における保険税の標準的な算定方法及びその水準の
平準化に関する事項 ※法改正の文言と整合のため変更

・新たに「２ 保険税水準の統一に向けた取組」を設け、統一の考
え方（定義）及び統一の進め方（統一に向けた工程表含む）等を
明記していく。

・「３ 納付金、標準保険料率の算定方法」は、新たに設ける「２
保険税水準の統一に向けた取組」を踏まえた内容とし、令和６
(2024)年度から段階的に移行する医療費指数反映係数αの設定、
医療費水準に応じた新たな評価制度（医療費水準に応じた２号繰
入金の活用）の導入や、当該制度導入に伴う「納付金制度の導入
により負担増となる市町への軽減措置（令和２(2020)年度までの
激変緩和措置）の経過措置」の終期について明記していく。

１ 各市町の保険税の算定方法の状況
２ 保険税水準の統一に向けた取組（※）
３ 納付金、標準保険料率の算定方法

※新たに設定していく予定

５ 運営方針（第３期）の骨子（案）
○ 運営方針（第３期）の記載事項（骨子(案)）は、国民健康保険法第82条の２に基づく内容を網羅して
いる運営方針（第２期）の記載事項を継続（下表：左側太字）することとしたい。

○ 各記載事項に係る具体的な内容（下表：左側太字以外）については、運営方針（第２期）から、追加
又は変更の必要があるものとして現時点で抽出した案（下表：右側）とともに、今後、国が示す新たな
「都道府県国民健康保険運営方針策定要領」や市町への意見照会を踏まえて、運営方針（第３期）素案
の策定を進めていくこととしたい。
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栃木県国民健康保険運営方針（第３期） 追加又は変更していく主な内容（案）

第４章 市町における保険税の徴収の適正な実施に関する事項 ・「３ 収納率向上に向けた取組の推進」について、国が進める健
康保険証とマイナンバーカードの一体化により、資格証明書及び
短期被保険者証が廃止となる見込みであるため、廃止後の滞納世
帯への対応方法など、国の方針等を見極めて明記していく。

１ 各市町における収納対策の状況
２ 収納率目標の設定
３ 収納率向上に向けた取組の推進

第５章 市町における保険給付の適正な実施に関する事項 ・「２ 保険給付の適正化に向けた今後の取組方針」について、令
和３(2021)年度から令和４(2022)年度にかけて、一部の市町が被
保険者の資格過誤に伴う不当利得に係る債権管理が行われていな
かった事に起因し、債権の返還請求権を放棄する事案が発生した
ことを踏まえて、当該債権の管理徹底について明記していく。

・「２ 保険給付の適正化に向けた今後の取組方針」について、国
民健康保険法の改正に伴う、第三者行為求償の取組強化に関する
市町から関係機関（官公署、金融機関その他の関係者）への資料
提供等を求めることが可能となることを明記していく。

１ 現状
２ 保険給付の適正化に向けた今後の取組方針

第６章 医療費の適正化の取組に関する事項
※法改正の文言と整合のため変更 ・「２ 医療費の適正化に向けた今後の取組方針」及び「３ 栃木

県医療費適正化計画との関係」について、令和６(2024)年度から
の栃木県医療費適正化計画（４期計画）における記載との整合を
図っていく。

１ 現状
２ 医療費の適正化に向けた今後の取組方針
３ 栃木県医療費適正化計画との関係

第７章 市町の国民健康保険事業の広域的及び効率的な運営
の推進に関する事項 ・「２ 広域的かつ効率的な運営の推進に向けた取組」は、第３章

の保険税水準の統一に向けた取組で設定する事務の標準化・広域
化に係る取組を本項目の具体的な取組に位置付けていく。１ 現状

２ 広域的かつ効率的な運営の推進に向けた取組

第８章 保健医療サービス及び福祉サービスに関する施策その他
の関連施策との連携に関する事項 ・「１ 保健医療サービス及び福祉サービスとの連携」について、

最新の効果的な取組例等を明記していく。１ 保健医療サービス・福祉サービスとの連携
２ 各種計画との整合性の確保

第９章 第３章～第８章に掲げる事項の実施のために必要な関係
市町相互間の連絡調整その他県が必要と認める事項 ・「３ 国民健康保険事業に係る検証」について、県が取りまとめ

た取組状況、目標の達成状況等は、栃木県国民健康保険運営協議
会に報告するとともに、県ＨＰにおいて公表を行っていることか
ら、同公表に係る取組について明記していく。

１ 栃木県国民健康保険運営協議会の運営
２ 栃木県国保運営方針連携会議の運営
３ 国民健康保険事業に係る検証  10



６ 運営方針（第３期）の策定スケジュール
下表のとおり整理し、市町の意見を踏まえながら策定作業を進め、県国民健康保険運営協議会の審議

やパブリック・コメント等の意見を踏まえて決定していく。

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

諮問 答申

● ● ●

骨子案 素案 案

●

5/11

●

7/27(仮)

●

9/29(仮)

●

連携会議

分科会

（担当者）

令和５(2023)年度 令和６(2024)年度

県運営協議会

（附属機関）

連携会議

（主管課長）

県民

県運営協議会

（第１回）の

審議状況の公表

県運営協議会

（第２回）の

審議状況の公表

県運営協議会

（第３回）の

審議状況の公表

保険税水準の統一に向けた

継続検討事項の協議等

パ

ブ

リ

ッ

ク

・

コ

メ

ン

ト

第

３

期
国

保

運

営

方

針

決

定

意

見

聴

取

(

市

町

長

宛

て)

・第３期

国保運営方針

に沿った取組

の推進

・保険税水準

の統一に向け

た継続検討事

項の協議等

6/5 8/23～8/25

のいずれか

１日(仮)

11/29～12/1

のいずれか

１日(仮)

意

見

照

会

(

担

当

宛

て)
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